


- 1 -

（１）毎月行うもの

業 務 内 容 主な書類 提出先（担当窓口） 期限

毎月 ➤給与計算 ➤賃金台帳

➤「給与所得に対す

る源泉徴収簿」
－

毎月

➤給与から差し引いた源泉所得税の納付
給与等を実際に支払った月の翌月 10 日までに納付。

（納期の特例を受けた場合は、７月 10 日と翌年１月

20 日の年２回に納付）

➤「給与所得・退

職所得等の所得

税徴収高計算

書」

仙台（北・中・南）税務

署又は、指定された金融

機関で納付。

翌月 10 日まで

(納期の特例を受け

た場合は、７月 10

日と翌年１月 20 日

の年２回に納付）

➤職員に係る個人住民税の納入（特別徴収）

職員の個人住民税を給与等から預かり、給与等を実

際に支払った月の翌月 10 日までに、法人が納入。

（納期の特例を受けた場合は、12 月 10 日と翌年６

月 10 日の年２回に納入）

➤給与所得等に係

る市民税・県民

税特別徴収税額

の決定通知書

（特別徴収義務

者用）

➤「市民税・県民税

特別徴収納入書」

特別徴収税額の通知書の

発行元の市町村の個人住

民税担当課（仙台市の場

合は、仙台市市民税

課）。納入は指定された

金融機関。

翌月 10 日まで

(納期の特例を受

けた場合は、 12

月 10 日と翌年６

月 10 日の年２回

に納入）

➤職員に係る社会保険料（健康保険料と厚生

年金保険料）の納付
※50％を本人負担、50％を法人が負担する。

（例えば、４月分保険料の納付期限は５月末日）

➤社会保険料の「納

入告知書（納付

書）」

日本年金機構 仙台東年

金事務所。納付は指定さ

れた金融機関。

毎月翌月末まで

（２） 作業する月が固定しているもの

業 務 内 容 主な書類 提出先（担当窓口） 期限

１月 ➤年末調整後の源泉所得税納付
12 月給与から預かった所得税と、年末調整の計算

結果を加減算して、１月 10 日までに納付。

（納期の特例を受けた場合は、７月給与から 12 月給与

までに預かった所得税と、年末調整の計算結果を加減

算して、１月 20 日までに納付）

➤「給与所得・退

職所得等の所得

税徴収高計算書」

仙台（北・中・南）税務

署又は、指定された金融

機関で納付。

１月 10 日まで

（納期の特例を受

けた場合は、1 月

20 日まで）

➤「給与所得の源泉徴収票」を本人に渡す ➤「給与所得の源

泉徴収票」 －

１月 31 日まで

➤「報酬・料金・契約金及び賞金の支払調書」

を本人に渡す

➤「 報 酬・ 料金・

契約金及び賞金

の支払調書」

－

１月 31 日まで

➤「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計

表」の提出
※給与等の支払金額が、150万円を超える役員、500万円を

超える職員の分は、源泉徴収票を添付する。

※報酬、料金、契約金及び賞金の支払金額が、１人に対し

て年間５万円を超える分は、支払調書を添付する。

➤「給与所得の源

泉徴収票等の法

定調書合計表」

➤「 報 酬・ 料金・

契約金及び賞金

の支払調書」

仙台（北・中・南）税務

署

１月 31 日まで

➤「給与支払報告書」の提出
職員の個人住民税額決定に必要な手続き。

個人別の明細と同一市町村の者をまとめた総括表を

提出する。

➤「給与支払報告

書(個人別明細書)」

➤「給与支払報告

書（総括表）」

職員 の１月１日現在 の

居住所の市町村の個人住

民税担当課（仙台市の場

合は、仙台市市民税課）

１月 31 日まで

➤「償却資産申告書（償却資産課税台帳）」の

提出
１月１日時点で所有している土地家屋以外の事業用

資産で、対象になるものについて申告する。一つの区

ごとに、課税標準の合計額 150 万円未満の場合は免税

だが、申告は必要。

※固定資産税は、土地家屋以外の事業用資産（償却

資産）についても課税されます。

➤「償却資産申告書

（償却資産課税台

帳）」

仙台市資産課税課 １月 31 日まで

１ 年間事務局運営スケジュール






